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第三次行財政改革実行プラン（仮称） 骨子 

 

 

１ 策定の趣旨 

（１）これまでの行財政改革の実績 

  ・平成１８年３月に策定した「行財政改革実行プラン」、平成２０年２月

に策定した「新行財政改革実行プラン」に基づき、職員数の削減や出

先機関の再編、電気事業の売却、土地開発公社の解散等の行財政改革

を推進 

・Ｈ１７～Ｈ２２の６年間で一般行政部門１０．０％、県全体で５．０％

の職員削減見込み 

   

（２）継続的な行財政改革の必要性 

・「福井県民の将来ビジョン」に掲げる福井が目指す将来像を実現し、国

体や増大する社会保障等の行政需要に対応するための行財政基盤を確

立していくことが必要 

・国からの権限移譲等による地方の自主性と自立性の拡大に対応した行

財政体制を確立していくことが必要 

 

（３）行財政改革の基本的な考え方 

県政のさらなる発展に向けた政策を実現し、県民サービスの向上を

図るため、これまでの「量的な改革」に加え、「質的な改革」に力を入

れた行財政改革を積極的に進める。 

 

①質の行革の推進 

  職員の意識や能力を高め新しい政策を実現するとともに、多様な主

体との協働による行政サービスを提供するなど質の行革を推進する。 

 

②最適な行政運営の推進 

  限られた行政経営資源を最大限活用し、複雑化・多様化する行政サ

ービスを効率的に提供できる最適な体制を構築する。 

 

③健全財政の堅持 

施策や事務事業の見直しを進め、新たな行政需要に対応でき、将来

に向けて健全な財政運営を持続していくことが可能な財政基盤を確立

する。 

資料３ 
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（４）推進期間 

  平成２３年度から平成２７年度まで（５年間） 

 

 

２ 実施項目 

（１）質の行革の推進 

  ○職員の育成 

   ・複線型人事制度導入によるスペシャリストの育成 

・人事異動ローテーションの長期化 

・民間企業等への派遣研修の充実 

・職員のマナーアップ 

   

○政策評価の強化 

   ・成果を重視した政策評価の実施 

   

○業務の進め方の見直し 

・プロジェクトチームによる組織編制等各部局の柔軟な運営を推進 

・業務の効率化と県民サービスの向上を図る業務改善（ＢＰＲ）運動

の強化 

・超過勤務の縮減 

   

○県民・民間団体等との連携・協働の強化 

   ・民間団体等のアイデアを生かした協働事業を促進 

 

（２）最適な行政運営の推進 

  ○定員管理の適正化 

 

○給与等の適正化 

     

○組織体制の最適化 

 ・公共施設等の運営主体の見直し 

   ・試験研究の進め方の見直し 

   ・出先機関の組織体制や運営のあり方を引続き検討 
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○市町との役割分担と連携強化 

   ・市町へのさらなる権限移譲を推進 

   ・地方税滞納整理機構の強化 

   ・県と市町の事務の共同化等による効率化 

 

○外郭団体等の見直し 

   ・指導対象団体の拡大 

・公益法人制度改革に合わせた、県の関わり方の見直し 

・組織の適正化や財務面での改善など経営合理化 

 

（３）健全財政の堅持 

  ○事務事業の見直しによる選択と集中 

   ・事務事業評価システムの充実 

 

○歳出の合理化 

   ・公債費など義務的経費の抑制 

 ・公共事業等の一層の重点化 

   ・施設の有効活用・処分 

   ・入札・契約方式の見直し 

 

○歳入の確保 

 ・特別会計・基金の見直しによる財源確保 

・県税収入の確保 

 ・未利用財産の売却・活用 

 ・税外未収金の回収促進 

 ・広告収入など税外収入の確保 

 ・受益者負担の適正化 

 

 

３ 財政運営の目標と収支見通し 

○財政運営の目標 

 

○財政収支見通し 
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項目 内容 達成状況

職員数の適正な
管理

一般行政部門で１０．０％、県全体で５．０％削減

一般行政部門、県全体とも達
成見込み
　Ｈ23.4見込　一般行政部門
　　　　　　2,891人（△10.5％）

給与構造改革 給料表水準について、５年間で平均４．８％引下げ
Ｈ１８．４から給与構造改革に
より△４．８％

新たな人事評価制度導入により、職責や勤務実績に
応じた給与制度へ転換

Ｈ２０年度から管理職、
Ｈ２２年度から一般職に実施

アウトソーシング
の推進

新規に７０人分の業務をアウトソーシング
新規に１０２名分の業務をア
ウトソーシング
（～Ｈ２３当初予算）

出先機関の再編 出先機関について組織体制のあり方等を検討
廃止・統合により
９８機関→８０機関

健康福祉センター、農林総合事務所、土木事務所
　県内６区域に1か所ずつ配置

Ｈ２０．４　再編を実施

県税事務所
　福井県税事務所、嶺南振興局（若狭税務部）に集約

Ｈ２０．１０　再編を実施

公営企業
　電気事業を民間へ売却

Ｈ２２．３　電気事業を売却

公社の経営改善 土地開発公社を平成２２年度末に解散 Ｈ２２年度末解散予定

住宅供給公社を平成２２年度末に解散 Ｈ２２年度末解散予定

市町への権限移
譲

県と市町の連携を強化
県と市町で構成する「福井県
地方税滞納整理機構」を設置

権限移譲を推進
Ｈ１９．４　　５０４条項
→Ｈ２３．４　　５３４条項

県債発行の抑制 平成２２年度末県債残高　８，２１１億円
８，８１３億円
（Ｈ２２年度末見込み）

基金残高の確保 平成２２年度末財政調整基金等残高　１０８億円
３９５億円
（Ｈ２２年度末見込み）

財政指標 実質公債比率　全国中位以上の水準
１３．９％（１７位）
（２１年度決算）

将来負担比率　全国中位以上の水準
２３２．６％（２２位）
（２１年度決算）

財源確保 ４年間で１５０億円の財源を確保 １５０億円の財源を確保

「新行財政改革実行プラン」　主な取組み実績

参　考


